
                                                      

令和８年度宮城県障害福祉サービス情報の公表実施要綱

                                                         

（目的）

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第７６条の３に基づき

指定障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者及

び指定障害者支援施設等の設置者並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

３３条の１８に基づき、指定障害児通所支援事業者、指定障害児相談支援事業者及び

指定障害児入所施設等の設置者（以下、「指定障害福祉サービス事業者等」という。）

が提供する情報公表対象サービス・支援等（以下、「情報公表対象サービス等」という。）

の内容及び情報公表対象サービス等を提供する指定障害福祉サービス事業者等又は指

定障害福祉サービス事業者等の事業所の運営状況に関する情報であって、情報公表対

象サービス等を利用し、又は利用しようとする障害者等が適切かつ円滑に当該情報公

表対象サービス等を利用する機会を確保するために公表されることが適当な情報（以

下、「障害福祉サービス情報」という。）の公表について、必要な事項を定めることを

目的とする。

（実施体制）

第２条 指定障害福祉サービス事業者等が報告する障害福祉サービス情報の受理、公表

及び調査等の事務は、障害福祉課と保健福祉事務所（地域事務所を含む。）がそれぞ

れ別表に定める各区分（多機能型事業所を除く）の事業所指定権限に基づき行うもの

とする。

２ 別表のうち市町村に指定権限がある計画相談支援及び障害児相談支援については、

当該市町村を所管する保健福祉事務所が前項の事務を行うものとする。

（実施方法）

第３条 障害福祉サービス情報の公表は、国が設置する障害福祉サービス等情報公表シ

ステム（以下「情報公表システム」という。）上で行うものとする。

２ 指定障害福祉サービス事業者等が障害福祉サービス情報の報告を行った場合には、

原則として情報公表システムからの通知を受領した障害福祉課から前条第１項又は第

２項の事務を所管する保健福祉事務所に連絡するものとする。

（公表対象事業者等）

第４条 障害福祉サービス情報の公表の対象となる障害福祉サービスとは、障害者総合

支援法第５条に規定するサービス並びに児童福祉法第６条の２の２及び第７条に規定

する事業とし、別表のとおりとする。

２ 障害福祉サービス情報の公表の対象となる指定障害福祉サービス事業者等（以下「公

表対象事業者」という。）は、令和８年３月末日時点で障害福祉サービスを提供して

いる指定障害福祉サービス事業者等（以下「既存事業者」という。）又は、令和８年



度に新たに障害福祉サービスの提供を開始（既存事業者のうち事業所の新規指定事業

者を含む）した指定障害福祉サービス事業者等（以下「新規事業者」という。）とす

る。

（障害福祉サービス情報の内容）

第５条 公表対象事業者が報告する障害福祉サービス情報は、厚生労働省令等で定める

項目とする。

２ 前項の規定にかかわらず、新規事業者が報告する新規の障害福祉サービスの情報は、

情報公表対象サービス等の内容に関する基本情報及び新規事業者が公表を希望する情

報とする。

３ 第１項に定める項目のほか、知事又は保健福祉事務所長（以下「所長」という。）

が必要であると判断した項目（以下「独自項目」という。）について報告を求め、公

表することができる。

（障害福祉サービス情報の報告及び公表に関する時期）

第６条 公表対象事業者のうち既存事業者は、令和８年７月末日までに、また、新規事

業者は、事業所の指定日から１か月以内に知事又は所長へ障害福祉サービス情報の報

告を行うものとする。

２ 知事又は所長は、前項による障害福祉サービス情報の報告について、既存事業者か

らの報告は令和８年９月末日までに、また、新規事業者からの報告は原則として、速

やかに公表するものとする。

（障害福祉サービス情報の報告及び受理）

第７条 公表対象事業者は、情報公表システム上で障害福祉サービス情報の報告を行う

ものとする。

２ 前項のシステム上で障害福祉サービス情報の報告を行うことができない公表対象事

業者については、郵送等により県に障害福祉サービス情報の報告を行うことができる。

３ 知事又は所長は、公表対象事業者が報告する障害福祉サービス情報について、報告

内容に入力又は記載漏れ等の不備がないこと等を確認して受理するものとする。また、

報告内容に修正が必要と判断した場合には、事業者へ差し戻しを行うものとする。

（障害福祉サービス情報の公表）

第８条 知事又は所長は、公表対象事業者から報告を受けた後、第６条第２項に定める

ところにより公表するものとする。

  ただし、第９条第１項により調査を実施したときは、当該報告内容又は調査結果に

ついて随時、公表するものとする。

（調査の実施等）

第９条 知事又は所長は、障害者総合支援法第７６条の３第３項又は児童福祉法第３３

条の１８第３項の規定により、指定障害福祉サービス事業者等からの報告が真正であ



ることを確認する必要がある場合に調査を行うことができる。

２ 調査項目は、基本情報、運営情報及び第５条第３項に定める独自項目のうち、知事

又は所長が必要と認める項目とする。

３ 調査を実施するときは、第１項で調査の対象となった指定障害福祉サービス事業者

等（以下「調査対象事業者」という。）に対して事前に通知を行うものとする。

  ただし、特別の事由がある場合には、この限りでない。

４ 調査は、調査対象事業者を訪問し、当該指定障害福祉サービス事業者等を代表する

者等との面接により行うものとする。

  なお、面接以外の方法により適正な調査ができると判断した場合には、面接以外の

方法により行うことができる。また、障害者総合支援法第１１条若しくは児童福祉法

第４６条の規定による運営指導に併せて調査を行うことができるものとする。

５ 知事又は所長は、調査の結果、報告内容の是正が必要と判断される場合には、調査

結果に基づき報告内容を修正して公表するものとする。

  なお、指定障害福祉サービス事業者等が調査を受けて修正した内容を報告すること

ができるものとする。

（処分等）

第 10 条 知事又は所長は、公表対象事業者が報告をしないとき、虚偽の報告をした

とき、前条の調査を拒否したとき又は調査を妨げたときは、期間を定めて当該公表

対象事業者に対し、当該報告を行い若しくは報告の内容を是正し、又は調査を受け

ることを命ずることができる。

２ 知事又は所長は、指定計画相談支援事業者又は指定障害児相談支援事業者（以下

「市町村指定事業者」という。）に対して前項の規定による処分を行ったときは、

遅滞なく、指定をした市町村長に通知するものとする。

３ 知事又は所長は、指定障害福祉サービス事業者等（市町村指定事業者を除く）が

第１項の命令に従わないときは、当該指定障害福祉サービス事業者等の事業所（市

町村指定事業者を除く）の指定を取消し、又は期間を定めて指定の全部若しくは一

部の効力を停止することができる。

４ 知事又は所長は、市町村指定事業者が第１項の命令に従わないときは、市町村指

定事業者の指定取消し、又は期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止す

ることが適当であると認めるときは、理由を付して指定した市町村長に通知するも

のとする。

（公表した障害福祉サービス情報の修正）

第 11 条 公表した障害福祉サービス情報（以下「公表情報」という。）に修正の必要が

あるときは、公表対象事業者は、速やかに知事又は所長に対して修正した障害福祉サ

ービス情報を報告するものとする。

２ 知事又は所長は、前項の報告を受理したときは、速やかに修正後の障害福祉サービ

ス情報を公表するものとする。

（公表情報の削除）



第 12 条 知事又は所長は、障害福祉サービス情報を公表している公表対象事業者（市町

村指定事業者を除く）の事業所の障害福祉サービスが休止、廃止、停止の届出を受理

したとき若しくは取消の処分を行ったとき、又は市町村指定事業者の事業所の障害福

祉サービスが休止、廃止、停止若しくは取消となったことを確認したときは、当該サ

ービスに係る当該事業者の公表情報を削除する。

（障害福祉サービス情報に関する苦情等への対応）

第 13 条 知事又は所長は、公表情報に関して、利用者及び事業者等からの苦情等への対

応窓口を設けるものとする。

２ 知事又は所長は、公表情報に関して利用者等からの苦情等があったときは、必要に

応じて指定障害福祉サービス事業者等に対し、照会又は調査を行うものとする。

３ 知事又は所長は、苦情等に関する対応の経過を記録するものとする。

  

附 則

この要綱は令和８年４月１日から施行し、令和８年度の障害福祉サービス情報の公

表に適用する。



別表

対象障害福祉サービス一覧

区分 障害福祉サービス

１ 居宅介護

２ 重度訪問介護

３ 同行援護

４ 行動援護

５ 療養介護

６ 生活介護

７ 短期入所

８ 重度障害者等包括支援

９ 共同生活援助

１０ 施設入所支援

１１ 自立訓練（機能訓練）

１２ 自立訓練（生活訓練）

１３ 宿泊型自立訓練

１４ 就労移行支援

１５ 就労継続支援 A 型

１６ 就労継続支援 B 型

１７ 就労定着支援

１８ 就労選択支援

１９ 自立生活援助

２０ 計画相談支援

２１ 地域相談支援（地域移行支援）

２２ 地域相談支援（地域定着支援）

２３ 福祉型障害児入所施設

２４ 医療型障害児入所施設

２５ 児童発達支援

２６ 医療型児童発達支援

２７ 居宅訪問型児童発達支援

２８ 放課後等デイサービス

２９ 保育所等訪問支援

３０ 障害児相談支援


